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（趣旨） 

第１ このしおりは、次に定める淡路市（以下「市」という。）の一般競争入札及び指名競

争入札（以下「入札」という。）に参加する者（以下「入札参加者」という。）が守らな

ければならない事項を、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）、淡路市契約規則（平成１７年淡路市規則４９号）及びその他

の法令、規則等に基づきその要旨を記載したもので、入札参加者は、このしおりの内容

を十分承知して、入札に参加してください。 

① 建設工事又は製造の請負 

② 測量、調査、設計等の業務委託 

③ 物品の買入れ、借入れ又は売払い 

 

（関係法令の遵守等） 

第２ 入札参加者は、次に掲げる事項に特に注意するほか、関係法令を遵守し、信義誠実

の原則を守り、市民の信頼を失うことのないよう努めなければなりません。 

(1)  刑法（明治４０年法律第４５号）及び私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（昭和２２年法律第５４号）を遵守し、入札の公正及び公平を害する行為を行わ

ないでください。 

(2)  建設業法（昭和２４年法律第１００号）に違反する一括下請契約その他不適切な形

態による下請契約により工事を実施する等、契約当事者相互間の信頼関係を失うよう

な行為を行わないでください。 

(3)  公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律(平成１２年法律第１２７

号)に基づき発注者が実施する工事現場の施工体制の点検に協力する等、受注者に課

せられた義務を遵守し、公共工事の適正な施工を害する行為を行わないでください。 

 

（入札参加の資格制限） 

第３ 契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又

は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条

第１項各号に掲げる者は、入札に参加することはできません。 

２ 入札に参加することができる資格を有する者（以下「入札参加資格者」という。）が入

札参加資格制限基準要綱（平成１７年告示第４号）による別添「入札参加資格制限基準」

の１の（２）のアからカまでのいずれかに該当すると認められるときは、入札参加の資

格制限を行います。 

３ 入札参加の資格制限を受けたときは、その日から一定期間（６か月～２年）は入札に

参加することはできません。これに該当する者を代理人、支配人その他の使用人又は入

札代理人として使用する者についても、同様とします。 

４ 入札通知を受けた者が開札時までに第２項の入札参加資格の制限事由に該当したとき

及び前項の入札参加資格の制限を受けたときは、入札に参加することはできません。 

５ 一般競争入札において、入札参加資格があると確認された者であっても、開札時まで

に第２項の入札参加資格の制限事由に該当したとき及び第３項の入札参加の資格制限

を受けたときは、入札に参加することはできません。 

 

 (指名停止) 

第４ 入札参加資格者が淡路市指名停止基準に関する規程(平成１７訓令第２１号)の別表



 

２ 
 

第１又は別表第２に掲げる措置要件のいずれかに該当すると認められるときは、指名停

止を行います。 

２ 入札通知を受けた者が前項に規定する指名停止を受けたときは、指名停止期間中、入

札に参加することはできません。 

３ 一般競争入札において、入札参加資格があると確認された者であっても、開札時まで

に指名停止を受けた者は、入札に参加することはできません。 

 

（指名停止等を受けた入札参加資格者名等の公表） 

第５ 第３の第２項による入札参加資格の制限又は第４による指名停止（金融機関からの取

引停止によるものを除く。）（以下「指名停止等」という。）を受けた入札参加資格者に

ついては、当該入札参加資格者の商号（屋号）、住所、指名停止等の期間及びその理由に

ついて、指名停止等の措置を受けた日からその日の属する年度の翌年度末まで（翌年度末

において指名停止等の措置期間中の者については、指名停止等の期間満了の日まで）の間、

総務部管財課窓口において公表します。 

 

（経営事項審査） 

第６ 市から建設工事を直接請け負おうとする建設業者は、建設業法に基づく経営事項審

査（経営状況分析及び経営規模等評価。以下同じ。）を受けていなければなりません。

この場合において、当該経営事項審査に係る総合評定値通知書（以下「経審通知書」と

いう。）は、市と建設工事の請負契約を締結する日の前１年７か月以内の日を審査基準

日とするもので、直近の経審通知書が有効なものとなります。 

２ 市では建設工事の発注に当たって、経営事項審査の有効期間、経営事項審査を受けた

建設工事の種類その他の必要な事項を確認するために、経審通知書の写しを提出してい

ただくこととしております。 

３ 市は、建設業者が経審通知書を更新した場合、（一財）建設業技術者センターからデー

タの提供を受けて、当該建設業者の経審通知書の内容を更新しています。このため、入

札参加資格申請変更届及び当該経審通知書の写しの提出の必要はありません。ただし、

市のデータ更新に２か月程度かかるため、１年５か月を経過して経審通知書を更新した

建設業者は、入札参加資格申請変更届及び当該経審通知書の写しを提出してください。 

 

（技術者の適正配置等） 

第７ 建設業法では、建設工事の適正な施工の確保を図るために、工事現場における建設

工事の施工の技術上の管理を行う者として、「主任技術者」を置かなければなりませんが、

発注者から直接請け負った建設工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額

の合計が、５千万円（建築一式工事の場合は８千万円）以上となる場合には、特定建設

業の許可が必要になるとともに、主任技術者に代えて「監理技術者」を置かなければな

りません。 

２ 主任技術者又は監理技術者は、公共性のある工作物に関する重要な工事については、

工事現場ごとに専任でなければなりません。「専任」とは、「他の工事現場に係る職務を

兼務せず、常時継続的に当該建設工事現場に係る職務にのみ従事すること。」を意味し、

必ずしも当該工事現場への常駐（現場施工の稼働中、特別な理由がある場合を除き、常

時継続的に当該工事現場へ滞在していること）を必要とするものではありません。また、

専任の者でなければならない監理技術者は、「監理技術者資格者証」の交付を受けている
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者であって、監理技術者講習を受講したもののうちから選任しなければなりません。 

  なお、「重要な工事」とは、建設工事で工事１件の請負代金の額が４千５百万円（建築

一式工事の場合は９千万円）以上のものをいいます。 

３ 低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）を下回った入札をした者が、

建設工事請負契約の相手方となるときには、専任で配置すべき主任技術者又は監理技術

者とは別に、それと同等の要件を満たす技術者を追加して専任での配置を求める場合が

あります。また、この場合において、必要な技術者を追加して専任で配置できないとき

には、当該入札は無効とします。 

４ 営業所における専任技術者は、営業所に常勤して専らその職務に従事することが求め

られていますので、特例として認められている場合を除き、現場に配置する監理技術者・

主任技術者と兼務することはできません。 

また、経営業務の管理責任者と監理技術者・主任技術者との兼務についても、上記の

営業所の専任技術者と同様の取扱いとなります。 

 

（入札の辞退） 

第８ 入札通知を受けた者は、入札の執行が完了するまでは、いつでも入札辞退届を提出

して入札を辞退することができます。入札辞退届を提出した場合は、これを撤回するこ

とはできません。また、緊急により、あらかじめ辞退届を提出できない場合は、辞退す

る旨を通知（連絡）することでこれに代えることができますが、事後速やかに、入札辞

退届を書面により提出してください。 

２ 主任技術者等技術者の確保ができない場合には、必ず事前に入札を辞退してください。 

３ 入札を辞退した者は、辞退したことを理由として以後の指名等について不利益な取り

扱いを受けることはありません。 

 

（入札保証金） 

第９ 入札参加者は、入札前に入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納めなければ

なりません。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、入札保証金の全部又は一

部を納めなくてもよい場合があります。 

(1)  指名競争入札に参加しようとするとき。 

(2)  一般競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に市を被保険者とする入

札保証保険契約を締結したとき。 

(3)  一般競争入札に参加しようとする者が、入札保証金に代わる担保を提供したとき。 

なお、制限付一般競争入札及び指名競争入札においては、入札保証金を納めなく

てもよいこととしていますが、契約担当者において契約を締結しないおそれがある

と認める場合には、入札保証金を納めていただくこととなります。 

(4)  一般競争入札に付する場合において、過去２年間に国（公社、公団を含む。）、地

方公共団体その他市長が指定する公共的団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約

を数回以上にわたって締結し、かつ、これらを全て誠実に履行した者について、そ

の者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

２ 入札保証金に代わる担保を提供する場合は、担保の種類等について事前に契約担当者

に確認の上、手続をしてください。 

３ 入札保証金又は入札保証に代わる担保は、落札者を決定したとき、又は入札の執行を

取り消した後に返還します。ただし、落札者の入札保証金については、還付しないで契
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約保証金の一部に充当することがあります。 

４ 納付した入札保証金には、利子を付しません。 

 

（入札の方法） 

第１０ 入札参加者は、入札公告（入札説明書）、入札通知書、設計図書（設計書、図面、

仕様書等をいう。以下同じ。）及び工事現場（納入場所）などについて疑義のあるとき

は、入札公告又は入札通知書に記載の期間内において、担当職員の説明を求めることが

できます。 

２ 入札参加者は、紙で直接入札する場合は、工事請負入札書、業務委託入札書又は物品

供給入札書（以下これらを「入札書」という。）に必要な事項を漏れなく記入した上、

封入し、入札公告（入札説明書）又は入札通知書に示した日時及び場所において、入札

執行職員の指示に従い、入札箱に直接投入してください。 

３ 工事請負及び測量、調査、設計等の業務委託に係る入札参加者は、入札する前に積算

内訳書を提出しなければなりません。その他入札の積算内訳書の提出の要否は、当該入

札の入札公告（入札説明書）又は入札通知書において指示します。 

４ 入札参加者は、入札を代理人に行わせることができますが、代理人は、入札前に委任

状を提出しなければなりません。この場合において、入札書には、入札参加者の住所及

び氏名のほか、当該代理人が記名押印（当該委任状に押印したもの）しなければなりま

せん。ただし、特別共同企業体による入札の場合は、紙入札する場合、電子で入札する

場合とも構成員からの委任状（復代理人を選任する場合は、復代理人への委任も含む。）

が必要です。 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人（以下「入札者」という。）は、当該入札に関する

他の入札参加者の代理をすることはできません。 

６ 入札書に記載する金額（消費税及び地方消費税の額を除く。）は、アラビア数字を用い、

「￥」との間を空けない（記載例「￥１，５００，０００－」）ように表示し、万一、

誤って記載したときは、入札金額を訂正しないで新しい入札書を使用してください。 

７ 入札金額は、契約対象となる１件ごとの総価格としますが、単価による入札を指示した

ときは、その単価としてください。 

８ 入札箱に投入した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回することはできません。 

 

（入札の執行の取消し等） 

第１１ 契約担当者が不正その他の理由により競争の実益がないと認めるときは、その入

札の執行を中止又は取り消すことがあります。 

２ 入札者が連合（談合）し、又は不正不穏の行動をするなど、入札を公正に執行するこ

とができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず、又は入札の執行を

延期し、若しくは中止することがあります。 

３ 天災地変などのやむを得ない理由が生じたときは、入札の執行を延期し、若しくは中

止し、又は取り消すことがあります。 

 

（無効とする入札） 

第１２ 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効として取り扱います。 

(1)  入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

(2)  入札書（電子入札における電子入札記載事項及び売却システムによる入札におけ
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る入札書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）が所定の日時

（電子入札の場合は、所定の入札期間内）までに到着しない入札 

(3)  入札方式が直接入札において、入札者が１人の場合においてその者がした入札（一

般競争入札、制限付一般競争入札及び別段の定めがある場合を除く。） 

(4)  入札者が同一事項について２通以上した入札 

(5)  同一事項の入札において、入札者がさらに他の者を代理してした入札 

(6)  連合（談合）その他不正行為によってなされたと認められる入札 

(7)  入札保証金を納付すべき場合において、入札保証金が納付されていない入札又は

その額が所定の額に達していない入札 

(8)  入札執行前に予定価格を公表した場合において、当該予定価格を上回る金額（公

有財産若しくは物品の貸付け又は売払いにあっては、下回る金額）で入札したとき。 

(9)  入札書に入札金額、入札者の氏名若しくは押印のない入札（電子入札の場合は、

電子署名及び当該電子署名に係る電子証明書のない入札とし、売却システムによる

入札の場合は、氏名又は名称を明らかにする電磁的記録であって市長が別に定める

もののない入札とする。）又はこれらが分明できない入札 

(10) 入札金額の訂正された入札又は誤字、脱字などにより入札内容が分明できない入

札 

(11) 電子入札で入札する場合において、ＩＣカードを不正に使用して行った入札 

(12) 前各号に掲げるもののほか、入札に関する条件に違反した入札 

 

（開 札） 

第１３ 直接入札の開札は入札場所で、入札の終了後直ちに、入札者及び入札立会人の立

会いの上で行います。ただし、電子入札の場合は、兵庫県電子入札共同運営システムに

おいて実施し、淡路市電子入札運用基準のほか、別の定めによります。 

２ 郵便入札による入札の場合は、当該入札通知（公告）等により指示する方法で実施し

ます。 

３ 開札をしたときは、その開札の結果を淡路市役所の窓口及び淡路市ホームページ（http

ｓ://city.awaji.lg.jp/soshiki/nyusatsu/）において閲覧に供します。 

 

（落札者の決定） 

第１４ 開札の結果により、次のとおり落札者を決定します。 

(1)  予定価格の制限の範囲内で最低の価格（売払い又は貸付けその他市の収入の原因

となる契約の場合は最高価格）をもって入札をした者を落札者とします。ただし、

その者が当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められると

き、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあるなど、

契約の相手方として著しく不適当であると認められるときは、その者を落札者とし

ないことがあります。 

(2)  最低制限価格を設けたときは、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以

上の価格をもって入札した者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とし

ます。 

(3)  低入札価格調査制度（調査基準価格）を採用した場合（入札説明書又は入札通知

書に明記）において、調査基準価格を下回った入札が行われたときは、落札者の決定

を保留し、個別の入札価格を調査の上、その入札について当該契約の内容に適合した
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履行がなされるか否かを調査し、その調査結果により落札者を決定します。この場合

において、該当する入札を行った者は、この調査に協力していただくことになります。 

２ 落札者となるべき同価格の入札をした者が、２人以上あるときは、直ちに当該入札者

（郵送による入札の場合は入札立会人）によるくじ引きで落札者を決定します。この場

合において、くじ引きを辞退することはできません。 

 

（再度の入札） 

第１５ 開札の結果、予定価格の範囲内の入札がないときは、直ちに再度入札を行います。

ただし、郵送による入札を行った者がある場合等において、直ちに再度の入札を行うこ

とができないときは、指定する日時において、再度の入札を行うものとします。 

２ 再度の入札の回数は１回とし、再度の入札の結果、落札者がないときは、入札を打ち

切ることがあります。この場合において、随意契約ができると認められるときを除き、

再度公告入札又は指名競争入札を行います。 

３ 再度入札に参加できる者は、初度の入札において有効な入札をした者及び第１２の(4)、

(7)、(9)、(10)及び(12)に該当し無効となった入札をした者で、入札執行者が認めた者

とします。 

４ 最低制限価格を設けたときは、初度の入札において最低制限価格より低い価格の入札

をした者の再度入札の参加は認められません。 

 

（消費税等） 

第１６ 入札書には、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額（税抜き）を記載してくださ

い。 

  ただし、契約担当者が特に指示したときは、その定めによるものとします。 

２ 契約金額は、入札書に記載された契約希望金額に当該金額の１０％を加算した額とし

ます。 

 

（入札関係資料の返還） 

第１７ 入札参加者で、貸与を受けた設計図書がある場合は、契約担当者が、貸与時に指

定する期限までに、契約担当者に返還してください。 

 

（契約の締結） 

第１８ 契約担当者は、所定の手続を経た後でなければ、落札者を契約の相手方に決定す

ることができない。 

２ 契約書の作成を要する場合は、契約の相手方として決定された者（以下「契約相手方」

という。）は契約担当者から交付された契約書に記名押印し、当該決定の日から５日以

内（市の休日を除く。）に契約担当者に提出してください。 

３ 契約書の作成を要しない場合は、契約相手方は当該決定の日から５日以内（市の休日

を除く。）に請書を契約担当者に提出しなければなりません。ただし、契約担当者がそ

の必要がないと認めて指示したときは、この限りでありません。 

４ 落札者は、正当な理由がないのに、所定の期間内に契約書又は請書を提出しないとき

は、落札者としての権利を失うことになります。 

５ 落札者が、落札決定から契約締結までの間に、第３による「入札参加の資格制限」又
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は第４による「指名停止」を受けたときは、契約を締結しない場合があります。この場

合において、市は、一切の損害賠償の責めを負いません。 

 

（議会の議決に付すべき契約の締結） 

第１９ 議会の議決に付すべき契約（予定価格１億５，０００万円以上の工事又は製造の

請負及び２，０００万円以上の不動産若しくは動産の買入れ又は売払い）は、契約相手

方として決定された日から５日以内（市の休日を除く。）に契約担当者から交付された

仮契約書を締結してください。 

２ 仮契約締結後、議会の議決までの間に、当該仮契約を締結した者が第３による「入札

参加の資格制限」又は第４による「指名停止」を受けたときは、本契約を締結しない場

合があります。この場合において、市は、一切の損害賠償の責めを負いません。 

（契約の確定） 

第２０ 契約書の作成を省略する場合を除き、契約は、契約の当事者である契約担当者と

契約相手方とが契約書に記名押印し、又は議会の議決に付すべき契約にあっては本契約

に係る確認事項への記名押印したときに確定します。 

 

（契約保証金） 

第２１ 契約相手方は、契約の確定までに、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金

を納付しなければなりません。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約保

証金の全部又は一部を納めなくてもよいこととなります。 

(1)  契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供があるとき。 

(2)  債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は市が確実と認める金

融機関等の保証があるとき。 

(3)  債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証があるとき。 

(4)  債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結があるとき。 

(5)  物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。 

(6)  物件を買い入れる契約を締結する場合において、当該物件が即納されるとき。 

(7)  契約金額が５００万円以下であるとき。 

 

（前金払及び中間前金払） 

第２２ 契約金額が１件２００万円未満のものについては、前金払を行いません。 

２ 契約金額が１件２００万円以上の工事で保証事業会社と前金払に関し保証契約をした

者に対しては、契約金額の１０分の４（設計、調査及び測量については、１０分の３）

以内の前金払を行います。ただし、工期が２か年度以上にわたる建設工事請負契約につ

いては、各年度ごとに当該年度の出来高予定額又は支払限度額の１０分の４以内の前金

払を行います。 

３ 中間前金払「有」及び部分払「有」の工事の落札者は、契約締結までに、中間前金払

を受けるか、部分払を受けるかを選択してください（契約締結後、この選択を変更する

ことは認めません。）。この場合において、中間前金払を選択したときには部分払を受け

ることができず、部分払を選択したときには中間前金払を受けることができません。 

４ 中間前金払は、前項の工事において中間前金払を選択した者が、前金払を受けた後、

契約担当者から以下の要件をすべて満たしていることについて認定を受け、保証事業会

社と中間前払金に関し保証契約をした場合、請負金額１０分の２以内の中間前金払を行
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います。 

ただし、工期が２か年度以上にわたる建設工事請負契約については、各年度ごとに当

該年度の出来高予定額又は支払限度額の１０分の２以内の中間前金払を行います。 

(1)  工期の２分の１を経過していること。 

(2)  工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該

工事に係る作業が行われていること。 

(3)  既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の２分の１以上の額に

相当するものであること。 

５ 前金払及び中間前金払を受けようとする額は、その金額に１０万円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた額とします。 

 

（建設業退職金共済制度） 

第２３ 工事には、特に指示する場合のほか、全て建設業退職金共済制度（以下「建退共」

という。）に基づく掛金相当額が諸経費の中に積算されていますので、入札に当たって

は、これを含めて見積もってください。 

２ 受注者は、契約金額が５００万円以上の建設工事を施工しようとするときは、建設現

場ごとの建退共の対象労働者数及び就労予定日数を的確に把握し、必要な共済証紙又は

退職金ポイントを購入してください。この場合において、受注者において的確な把握が

困難である場合は、独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部のホ

ームページ掲載事項を参考にして購入してください。 

３ 受注者は、証紙購入の際に金融機関にて発行又はポイント購入の際に電子申請専用サ

イトにて発行される掛金収納書を、契約締結後１か月以内（電子申請方式による場合は、

４０日以内）に契約担当者に提出しなければなりません。ただし、特別の事情がある場

合は、あらかじめ、契約担当者に申し出て、この期間を延長することができます。 

４ 受注者が工事の一部を下請業者に施工させるときは、下請業者が雇用する建退共対象

労働者に係る共済証紙を併せて購入し、現物により下請業者に交付してください。また、

電子申請を用いる場合も同様に下請業者が雇用する建退共対象労働者に係る退職金ポ

イントを併せて購入してください。ただし、下請業者が建退共に未加入のときは、元請

業者から当該下請業者が建退共に加入するよう指導してください。 

５ 契約金額が５００万円未満の工事は、掛金収納書の提出を省略しますが、共済証紙又

は退職金ポイントは購入しなければなりません。 

６ 共済証紙は、当該契約に係る工事に従事する建退共の対象労働者に賃金を支払ったと

きに（少なくとも月１回）その労働者を雇用した日数分を「建設業退職金共済手帳」に

貼り、消印をしてください。また、電子申請を用いた場合は、就労実績報告を作成し、

電子申請専用サイトに工事全体の就労実績報告データファイルを登録してください。 

７ 前各項の規定にかかわらず、建退共の手続を電子申請としたときは、その方式により

適正に手続をしなければなりません。 

 

（工事着手） 

第２４ 契約を締結した者は、設計図書に定めのある場合のほか、工期の始期日又は設計

図書において規定する始期日から工事に着手しなければなりません。 
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（建設業法関連） 

第２５ 「建設産業における生産システム合理化指針（平成３年２月策定）」に沿って、合

理的な元請・下請関係を確立するよう努めてください。 

２ 「建設業法遵守ガイドライン－元請負人と下請負人の関係に係る留意点－」（最新版）

を参考に、下請負人との関係において適正化に努めてください。 

３ 元請負人は、工事の出来形部分に対する支払又は工事完成後における支払を発注者か

ら受けたときは、その工事の下請負人に対して、支払を受けた日から１か月以内で、か

つ、できる限り短い期間内に下請代金を支払わなければなりません。 

また、元請負人は、前払金の支払を受けたときは下請負人に対して、建設工事の着手

に必要な費用を前払金として支払うよう適切な配慮をしなければなりません。 

４ 元請負人が特定建設業の許可を受けている者（以下「特定建設業者」という。）である

場合は、下請負人が建設工事の目的物の引渡しを申し出た日から５０日以内で、かつ、

できる限り短い期間内に下請代金を支払わなければなりません。 

５ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、下請負人が建設工事の施工に

関して関連法規に違反しないよう指導するとともに、下請負人がこれらの規定に違反し

ていると認められるときには、その事実を指摘して、是正を求めるよう努めなければな

りません。 

６ 特定建設業者が発注者から直接建設工事を請け負った場合において、当該建設工事を

施工するために締結した下請代金の額の合計が５千万円（建築一式工事の場合は８千万

円）以上となるときは、工事現場ごとに施工体制台帳を作成して備え置き、発注者にそ

の写しを提出するとともに、施工体系図を作成し工事関係者が見やすい場所及び公衆が

見やすい場所に掲示してください。 

また、特定建設業者は、施工に携わる下請負人の把握に努め、これらの下請負人がそ

の請け負った工事を他の建設業を営む者に請け負わせたときは、再下請負通知を行うよ

う指導してください。 

 

（指導事項） 

第２６ 公共事業の重要性に鑑み、市と工事請負契約を締結し施工しようとする者は、次

に掲げることに留意してください。 

(1)  工事施工に当たっては、労働安全衛生法等関連諸法令、建設業法等、工事に関す

る法令を遵守すること。 

(2)  下請施工を必要とする場合は、市内業者の優先発注に努めること。 

(3)  工事用資材等運搬に当たっては、積載超過のないようにするとともに、過積載し

ている資材業者からは、資材を購入しないように留意すること。 



 

１０ 
 

 

工事番号 第   号 

 

工 事 請 負 入 札 書 

工 事 名   

工事場所  淡路市     地内 

入札金額  ￥                   

 

電子入札に係るくじ番号 

任意の数字３桁を記入すること    

 

上記の工事については、淡路市契約規則はもちろん、契約条項その他

関係書類及び現場熟知の上、上記の金額をもって請負入札します。 

     年  月  日 

淡路市長         様 

住   所 

商号又は名称 

代表者氏名              ○印  

 

（上記代理人           ㊞ ） 

許可年月日      年  月  日 

許可番号  （   ） 第    号 

 

（注１）電子入札システムによる入札で紙入札をする場合は、上記の電子入札に係るくじ番

号を記入してください。 

（注２）代理人の場合は、氏名を記入し、委任状に押印した印を押印してください。 
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業務番号 第   号 

 

業 務 委 託 入 札 書 

委託業務名   

履 行 場 所  淡路市     地内 

入 札 金 額  ￥                   

 

電子入札に係るくじ番号 

任意の数字３桁を記入すること    

 

上記の業務については、淡路市契約規則はもちろん、契約条項その他

関係書類及び現場熟知の上、上記の金額をもって入札します。 

     年  月  日 

淡路市長         様 

住   所 

商号又は名称 

代表者氏名              ○印  

 

（上記代理人         ㊞ ） 

 

 

 

（注１）電子入札システムによる入札で紙入札をする場合は、上記の電子入札に係るくじ番

号を記入してください。 

（注２）代理人の場合は、氏名を記入し、委任状に押印した印を押印してください。 
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物品購入番号 第   号 

 

 

物 品 供 給 入 札 書 

 

物 品 名 

品目・規格型式 
数   量 

（A） 

単   価 

（B） 

金   額 

（A）×（B） 
摘    要 

     

     

     

     

 

入 札 金 額 ￥                                     

納 入 場 所 

納 入 期 限           年   月   日 

 

上記の物品供給については、淡路市契約規則はもちろん、契約条項その他関係書類

を熟知の上、上記の金額をもって物品供給入札します。 

      

年  月  日 

  

淡路市長       様 

                    

 

    住    所 

商号又は名称 

代表者氏名               ○印  

                   

（上記代理人            ○印） 

 

 

（注）代理人の場合は、氏名を記入し、委任状に押した印を押印してください。 
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工事番号 第   号 

 

 

工 事 請 負 見 積 書 

工 事 名 

工事場所  淡路市     地内 

見積金額  ￥                   

 上記の工事については、淡路市契約規則はもちろん、契約条項その他

関係書類及び現場熟知の上、上記の金額をもって請負見積りします。 

     年  月  日 

淡路市長       様 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名               ○印  

 

許可年月日      年  月  日 

許可番号  （   ） 第    号 

 

（注）代理人の場合は、氏名を記入し、委任状に押印した印を押印してください。 

 

 



 

１４ 
 

業務番号 第   号 

 

 

業 務 委 託 見 積 書 

委託業務名 

履 行 場 所 淡路市     地内 

見 積 金 額 ￥                                    

 上記の業務については、淡路市契約規則はもちろん、契約条項その他

関係書類及び現場熟知の上、上記の金額をもって見積りします。 

      年  月  日 

淡路市長          様 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏名               ○印  

（上記代理人       ○印） 

 

 

 

 

 

 

（注）代理人の場合は、氏名を記入し、委任状に押印した印を押印してください。 



 

１５ 
 

 

物品購入番号 第   号 

 

 

物 品 供 給 見 積 書 

 

物 品 名 

品目・規格型式 
数   量 

（A） 

単   価 

（B） 

金   額 

（A）×（B） 
摘    要 

     

     

     

     

 

見 積 金 額 ￥                                     

納 入 場 所 

納 入 期 限           年   月   日 

 

上記の物品供給については、淡路市契約規則はもちろん、契約条項その他関係書類

を熟知の上、上記の金額をもって物品供給見積りします。 

      

年  月  日 

  

淡路市長       様 

                    

    住    所 

商号又は名称 

代表者氏名               ○印  

                   

（上記代理人            ○印） 

 

 



 

１６ 
 

 

入 札 辞 退 届 
 

   工事（業務）番号 

件      名 

 

 

上記について指名を受けましたが、都合により入札を辞退します。 

 

    

   入札辞退の理由                        

 

 

 

  年  月  日 

 

 

淡路市長         様 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏 名             ○印  



 

１７ 
 

 

委  任  状 
 

 

私は、                       を代理人と定め 

 

下記の権限を委任します。 

 

記 

 

                                 の 

 

入札及び見積に関する一切の権限 

 

 

受 任 者 

 

使用印鑑 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 

   淡路市長       様 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者氏 名            ○印  



 

１８ 
 

 

現場代理人及び主任（監理）技術者届 

 

年  月  日 

 

淡路市長         様 

 

受注者 住 所 

氏 名                        

  

工事番号     第            号 

 工事名 

 

上記工事の現場代理人及び主任（監理）技術者を、下記の者に定めましたのでお届けしま

す。 

 

記 

 

１ 現場代理人 

  （職・氏名） 

 

２ 主任（監理）技術者 

  （職・氏名） 

 

 

 

（注）資格を証するものの写しを添付してください。 



 

１９ 
 

 

年  月  日   

 

淡路市長        様 

 

受注者  住所            

氏名                  

 

 

 

  下記の工事について、前金払を請求します。 

 

記 

 

 １ 工 事 名 

 

 ２ 請負代金額   ￥                 

           （出来高予定金額） 

      年度   ￥                 

      年度   ￥                 

 

 ３ 前 金 払 額   ￥                 

           （前金払の率 契約金額の   ％） 

 

 ４ 契約年月日        年  月  日 

 

 ５ 工   期        年  月  日から 

                年  月  日まで 

 

 ６ 振 込 先        金融機関名 ：               

               支 店 名 ：          支店   

               預 金 種 別 ：  普通 ・ 当座      

               口座名義人 ：               

               口 座 番 号 ：               

  

 

（注） 

  １ 保証証書を添付してください。 

  ２ 債務負担行為に基づく契約の場合は、各年度の出来高予定額を記入してください。 

３ １０万円未満の端数は、切り捨ててください。 

 


